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Ⅰ　はじめに

　ジェンダー労働法学の生成と発展について書く，と
いうテーマをいただいた。労働法研究者にも，ジェン
ダー問題に無関心な人や好意的でない人もいる。それ
だけに，このテーマを与えられたことを喜ぶ反面，さ
て現在，ジェンダー労働法学独自の学的成果とは何で
あり，その存在意義はどこにあるのか，正面きってそ
う問い返すと明確な答えがない，というのが本音のと
ころである。
　たしかに私自身は，ジェンダー視点（これを，ジェ
ンダー平等の視点，あるいはジェンダーに敏感な視
点，という意味で，以下においても使用する）を大切
にしながら，労働法研究に取り組んできた。しかし，
ジェンダー視点をもつ労働法研究がすべて，「ジェン
ダー労働法学」という名に値する独自の方法論を貫い
ているわけではない。私がやってきたこともせいぜ
い，ジェンダー視点をもって，従来の労働法学説や判
例を批判的に検討し，解釈し，立法提言をしてきたに
すぎない。
　とはいえ，これから労働法を勉強しようという人た
ちが，ジェンダー視点を理解し，労働法におけるジェ
ンダー問題に関心をもってくれることは，今後の労働
法学の発展にとっておそらく重要なことであるに違い
ない。そこで，あまり大上段にかまえることなく，
ジェンダー労働法学を，「ジェンダー視点をもつ労働
法の研究」と幅広く定義したうえで，その生成と発展
について，書くことにしたい。

Ⅱ　フェミニズム法学からジェンダー法学へ

　労働法を学ぶ人にとっては，まず，ジェンダーとは
何か，いったいジェンダー法学とはどのような特色を
もつ法学なのか，そういう疑問をもつ方もいるだろ
う。そこで，はじめにこの点についてふれておきた
い。
1　フェミニズムの展開とジェンダーの発見
　フェミニズム（女性解放運動）は，参政権獲得を目
標とした時代（後に「第一波フェミニズム」と呼ばれ
るようになる）を経て，1960 年代には，「法的な平等

原則があるにもかかわらず，なぜ男性優位主義が社会
に充満しているのか」を問う運動として，再度，隆盛
をきわめた。公的分野だけでなく，性や家族という私
的分野で女性を抑圧する権威的なシステムが存在す
る，と主張するこの運動は，第二波フェミニズムと呼
ばれた。
　当時，性差は生物学的に決まっている「宿命」だと
いう固定的な観念が，社会を支配していた。第二波
フェミニズムは，これに対して，ジェンダーという概
念（社会的・文化的性別）を発見して，性差という宿
命からの解放をめざした。人の性別・性差が，生物学
的なセックスではなく，社会的なジェンダーによって
決まるのであれば，性別・性差は変わりうる，という
主張である。
　1980 年代に，歴史学者ジョーン・スコットは，ジェ
ンダーに「肉体的差異に意味を付与する知」という定
義を与え，社会が構築したジェンダーという知識が，
生物学的性差（セックス）そのものに意味を与えてい
る，と述べた1）。ジュディス・バトラーは，このス
コットのジェンダー概念を用いて，生物学的性差研究
もジェンダーという知識を使って行われているとし
て，男/女の性差二分論やアイデンティティ論を批判
し，性別アイデンティティは多様であると主張した2）。
2　ジェンダー法学へ

　第二波フェミニズムの時代，アメリカのロースクー
ルでは，女性に対する差別的立法や判決を批判する内
容のフェミニズム法学や「女性と法」と題する講義が
もたれるようになった。法律を学ぶ女性たちは，意識
的に，女性の権利について議論を始めたのである。
1980 年代には「ジェンダー法」という講義が増え，
ロージャーナルにも「ジェンダーと法」と題するもの
が登場した。欧米では，「ジェンダー法」という名称
を意識的に使うことによって，女性の権利のみなら
ず，男/女の性差二分論や性の関係性そのものを取り
上げる法学という位置づけが示されたといえよう。
　日本では 1980 年代以降，「法女性学」の先駆的業績3）

や，セクシュアリティと法に関する研究4）が登場する
ようになった。法制度としては，1985 年の女性差別
撤廃条約の批准・男女雇用機会均等法の制定，1999
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年の男女共同参画社会基本法の制定が，固定的な性別
役割分業の見直しという機運を高めた。しかし日本で
は，法女性学などの講義は，短大や女子大ではみられ
たものの，共学の 4年制大学法学部では，ほとんど開
講されることはなかった。
　今世紀に入ってようやく，日本でも「ジェンダーと
法」という科目が，いくつかの法学部や法科大学院で
開講されるようになった。日本では「フェミニズム法
学」も「ジェンダー法学」も渾然一体となって，「女
性の権利」に関わる法学専門教育としてスタートした
ため，両者の違いはさほど明確に意識されたわけでは
ない。日本のジェンダー法学の特色は，「司法制度改
革」やロースクールの設置と関わりが深いところにあ
る。国民を中心に据えた司法をめざす司法制度改革の
議論の中で，既存の法制度や判決におけるジェン
ダー・バイアスが告発され，ジェンダー法学教育の必
要性が認識されたのである。司法改革の理念の実現と
連動して，大規模なロースクールは「ジェンダーと
法」という講義をおくようになり，2004 年 4 月のロー
スクール制度のスタートを前に，ジェンダー法学会が
2003 年 12 月に発足した。
　ジェンダー法学は，女性解放や女性の立場にたつ
フェミニズムをベースに，法学分野のジェンダー問題
を探求し，分析する学問として発展してきた。ジェン
ダー法学は，法学の既存の専門領域（たとえば民法や
刑事法など）と並び立つ位置を占めるものというよ
り，各専門領域にジェンダー視点を導入する一つの手
法である，といってよい5）。

Ⅲ　ジェンダー労働法学の存在意義

　ジェンダー法学は，上述のように，観点やアプロー
チの手法に独自性をもつ法学である。その一画を占め
る「ジェンダー労働法学」も，ジェンダー視点をもっ
て労働法上の諸問題にアプローチする一つの手法であ
る。
　ジェンダー労働法学は，従来の労働法に対して，ど
のような存在意義を有するのだろうか。思いつくこと
をいくつか指摘しておこう。
　第一に，ジェンダー労働法学は，労働法の基礎理論
の再構築・見直しを提起する。労働契約法理や集団的
労働法の基礎理論が形成された時代に，労働法研究者
が念頭においていた労働者のモデルは，「男性・世帯
主」だった。しかし，ジェンダー労働法学は，そのよ
うな男性労働者モデルの今日的な有効性に疑問を投げ
かける。このことは，労働法の人間像を転換する契機
をもたらすだろう。また，そのことを通じて，労働法

の基礎理論の見直しもまた，提起されることになるだ
ろう。
　第二に，ジェンダー労働法学は，何といってもジェ
ンダー関連の特定領域の研究において，存在意義を発
揮する。従来から，女性労働問題は労働法研究の一分
野を占めていたし，今日では，ジェンダー関連の多彩
な問題が研究テーマとして取り上げられている。しか
しこのような研究が，必ずしもジェンダー視点をもっ
てなされているとはかぎらない。ジェンダー労働法学
は，これら特定領域の研究テーマに関して，ジェン
ダー視点から分析を加え，それによって既存の労働法
学に新たな知見をもたらす。たとえば，雇用平等/差
別禁止法理の研究，同一価値労働同一賃金問題，セク
シュアル・ハラスメントの法理などにおいて，ジェン
ダー労働法学はジェンダー平等を追求する視点を明確
にすることによって独自性を発揮する。
　第三に，ジェンダー労働法学は，これまで労働法の
対象領域から排除されてきたさまざまな問題にも焦点
をあてる。労働法は，労働の世界にさまざまな境界を
設け，非労働者，自営業者，アンペイド・ワークなど
を，明らかに対象外の領域としてきた。しかし，こう
した境界の自明性は，大きく揺らぎ始めている。ジェ
ンダー視点の導入は，労働法が排除してきた人々，あ
るいは労働法が見ようとしてこなかった人々に，改め
て焦点をあてる研究をうながすだろう。たとえば従属
的自営業者，性産業従事者，外国人労働者，家族従業
者などをめぐる問題は，ジェンダー労働法学によっ
て，労働法の対象領域として浮かび上がることにな
る。

Ⅳ　ジェンダー労働法学の展開

1　労働法の基礎理論とジェンダー労働法学
　これまでの労働法が「労働者としての男性の経験」
に依拠した学問であったことを見直し，むしろそれと
は異なる「労働者としての女性ならではの経験」を中
心におく理論を展開する必要があるのではないか。そ
のような観点から，私は，ジェンダーに敏感な視座を
もつ労働法アプローチを「女性中心アプローチ」
（women  centered  approach）と呼んできた6）。「女性
としての経験」を中心におくことによって，労働市場
の労働とあわせて家族圏の「ケア労働」を行う労働者
像を対置したかったからである。
　ケア労働を行う労働者像を中心にすえる発想は，従
来の労働法理論にさまざまな修正を迫る。無償のケア
労働を負担する労働者は，ペイド・ワークとあわせて
より長時間労働に従事していることになり，労働時間
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短縮と休暇取得による私生活の確保が，何よりも優先
すべき要求となる。妊娠・出産する身体をもつ労働者
は，妊娠・出産・育児・介護に伴う就労不能や労働能
力の低下による不利益取扱いを経験し，男性を中心に
形成された世界に紛れ込む「産む性」「労働能力に劣
る性」として，数多くのハラスメントを経験する。そ
れだけに，性暴力・偏見・職場における人権侵害を根
絶し，労働者の人格の尊厳を確保することは，労働者
にとって基本的な要求とされる。
　女性中心アプローチは，現実の男性労働者を排除す
るものではない。なぜなら，このアプローチは，従来
からモデル化されてきた労働者像が，決して男性労働
者の実像ではないということを気づかせるからであ
る。現実の男性は，強靭な体力・能力をもって，私生
活をうち捨てて職場に没頭できる条件のある人々ばか
りではなく，それぞれに身体的・心理的な脆弱性を有
し，家庭でも職場でも，ケアを支えにかろうじて職務
をこなしている人々にすぎない。だからこそ特有な男
性問題も生じるのであり，「男性学」の有用性がある。
ジェンダー労働法学は，実は「男性規範」にとらわれ
苦闘している現実の男性労働者にとっても有益な観点
を提供するはずである7）。
　労働法学会では，2005 年春に，ミニシンポジウム
として「ジェンダーと労働法」というテーマをとりあ
げた。笹沼朋子は，ジェンダー視点をもつ労働法分析
として，差別概念と自己決定概念を再検討し，そこに
新たな意味づけを行うことによって，労働法全体の再
構築を行うという意欲的な報告をした。差別とは一般
に「不合理な格差」であるととらえられてきたが，笹
沼はそれに異議をとなえ，差別とは「一定の集団を市
民社会において劣位に属する集団とみなして，権利と
利益を侵害する行為類型」だとする。その結果，差別
に対抗する男女平等法理には，男女の格差是正という
趣旨以外に，女性の人権，とくに性的自己決定を保障
するという性差別禁止の趣旨が存在することが明らか
になり，差別禁止の中心的な内容は「性的自己決定の
保障」であるということになる。女性は他者からの依
存を引き受けざるをえない状況にあるため，限られた
選択肢しかもたない。とすれば，その決定の全責任を
負わせることは理不尽であり，自己決定権保障のため
には，決定のための諸条件整備こそが不可欠である
と，笹沼は主張する8）。笹沼はまた，最近のジェン
ダー法学の共著の中でも，労働分野について論じてい
る9）。
　実務家による研究も，ジェンダー労働法学において
大きな位置を占めている。中野麻美は，非正規雇用

が，ダンピング目的で利用されて，社員としての「身
分」になってしまっている実態を具体的に明らかに
し，日本社会を，競争による敵対と排除から，働き手
を大事にする協働のシステムの構築へと構造改革する
ために，働き方のスタイルを男性モデルから女性モデ
ルに切り替えるべきだと主張する10）。水谷英夫は，
ジェンダーと法をめぐる理論研究を深めつつ，グロー
バリゼーションの中での女性労働を分析して，労働法
におけるジェンダー平等な規範の実現をめざすための
論陣をはっている11）。
2　ジェンダー関連の特定領域の研究

　ジェンダーに関わる特定領域の研究において，ジェ
ンダー労働法学が果たす役割は重要である。この領域
の研究では，常に，ジェンダー視点と逆のベクトルも
働いているからである。
　ワーク・ライフ・バランス論は，少子化対策におい
て浮上してきた政策として，労働法学では，しばしば
取り上げられるテーマになっている。ジェンダー労働
法学としては，個人の生き方や価値感に配慮のない安
易な少子化対策に警鐘をならす研究や12），少子化対策
をめぐる諸法の成立経緯や内容をあとづけつつ，性差
別的要素や伝統的家族像中核主義を批判的に分析し
て，将来的には同性カップルをも家族として扱う法制
度を示唆する研究13）などが，注目される。
　性別を理由とする差別から障害者・年齢を理由とす
る差別に至るまで，諸外国の立法が禁止する雇用差別
の対象範囲が拡大されてきたために，今日では，雇用
平等/差別禁止法理に関する研究は，ワーク・ライ
フ・バランス論と並んで，多くの労働法研究者が取り
組むテーマになっている。その中には，男女雇用機会
均等法，禁止されるべき性差別概念，同一価値労働同
一賃金原則，非正規雇用問題など，多くの研究すべき
課題が含まれている。
　間接差別をめぐる研究としては，黒岩容子が，EU
法の間接性差別概念を，単なる「隠された差別の推
定」という域を超えて，「平等実現への不合理な障害
が存在すること自体を差別とする」意味をもつ概念に
発展しているものととらえ，また，それが障害者差別
に関する「合理的な便宜」と共通性をもつ，という主
張を展開していることに注目したい14）。
　同一価値労働同一賃金原則に関しては，林弘子の一
連の研究が，国際基準による「同一労働同一賃金原
則」と「同一価値労働同一賃金原則」の差異を明確に
して，労基法 4条改正を迫っている15）。浅倉は，日本
の雇用慣行になじまないとされている同一価値労働同
一賃金原則の実施システムの具体化を提案し16），木村
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愛子は，カナダのプロ・アクティブな賃金衡平法を紹
介しつつ，国が使用者に「ジェンダー偏見が混入しな
い職務評価方法を策定する」よう義務づけるアプロー
チを推奨している17）。
　非正規雇用問題については，川田知子が，ワーク・
ライフ・バランスの視点から，雇用形態に基づく不利
益取扱いを禁止する一般原則の樹立を提唱してい
る18）。セクシュアル・ハラスメントは，ジェンダー労
働法学がもっとも貢献しうる研究テーマであるが，そ
の立場からは，職場や大学がハラスメントを生じさせ
やすい社会構造にあることを明確にする必要がある。
また，密室における強姦事件などの性暴力において根
強く存在する固定観念や偏見，すなわち「強姦神話」
を「経験則」とするような，加害者側の主張に対抗す
る理論を創造していく必要がある。ジェンダー法学会
の会員によるハラスメント研究業績としては，水谷英
夫と山崎文夫の研究が，包括的で代表的なものであろ
う19）。

Ⅴ　お わ り に

　欧米では，以前から，ジェンダー労働法学がそれな
りの位置を占めており，研究実績も多い。外国で行わ
れる労働法のシンポジウムでは，かならず 1本はジェ
ンダー視点をもつ報告が求められるほどである。これ
まで日本の労働法研究指導に関わって残念に思ってき
たことの一つは，大学院生が女性労働関連の研究テー
マを選択するのを好まない指導教授がいるという訴え
を，しばしば耳にしたことであった。たとえそれら
が，主流の研究テーマを与えることによって，大学院
生には研究者としての王道を歩ませたいという，指導
教授の善意からでている場合であっても，ジェンダー
労働法学の発展を阻害したことは明らかである。しか
し最近は，かつてと異なり，ジェンダー関連の研究
テーマも，かなり労働法の主流のテーマになってきて
いる。このあたりの変化は大きい。実際，雇用平等/
差別禁止法理や，非正規労働問題などの研究テーマ
は，今日では決して，非主流のテーマとはいいがたい
であろう。しかし研究テーマの選択肢は広がっても，
ジェンダー視点をもつ研究がどれだけ増えているだろ
うか。それを指導する研究者は十分に育っているだろ
うか。疑問である。それだけに，ジェンダー労働法学
にとっては，その発想がもっている魅力を損なわず
に，理論的な側面でもジェンダー視点をもたない研究
に遅れをとらないように，地道に研究者の層を厚くす

る努力をしながら，緻密な理論を積み重ねていかなけ
ればならないと思う。
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